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注: 本書で述べられる見解や意見は専門チームの見解や意見であり､必ずしも国連人口基

金(UNFPA)の見解や意見を反映したものではないO

本書で使われている表記や紹介されている資料は､いかなる国や領土､自治体､地

域､またはその当局の法律的な立場に関する､または国境に関する国連人口基金

(UNFPA)の意見を表明するものでは一切ない.本書内で用いられているr国｣という

単語は､適宜領域や地域を意味する｡｢先進国｣｢開発途上国｣という表記は便宜上の

ものであり､必ずしも特定の国や地域が到達した開発段階に関する判断を表現するも

のではない｡
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鞠 レ二アム開発E]標､その中でも特に絶対的賀困や飢餓の撲滅は､人口とリ
i≡::≡!
- 軸プロタクテイブ.ヘルスの間定刻こ正面から取り組まなければ達成できない｡

つまり､リブログクティフ･ヘルスや家族計画も含め､女性の権利向上に向けてさら

に努力し､教育と保健への投資を増やさなければならないということである｡｣

コブイA.アナン国連事務総長､2002年12月バンコクにて

国連の2002年版の 『世界人口推計(worldPopulatJOnProspect)』によると､人

口は2003年の63億人から2050年には89億人に達するといラ.人口増hrl率は低

下傾向にあり､2050年の人口規楓 こついて言えば､2002年版の推計値は2000

年版のそれを4億人下回っているo世界で猿威を振るい続け､一部諸国､特にサハラ

以南のアフリカ諸国の死亡率を著しく押し上げているHlV/エイズも､世界人口の増

加率を低下させている一因ではあるが､人口プロクラムの成功と女性の社会的地位

の向上が世界の人口増加率低下の主要な要因である｡

このように世界の人口増加率が低下しつつあるとは言うものの､今後2015年まで

の短い期間の間に､世界の低開発国の人口は2003年の51偉人からほぼ10偉人

増えて60億人になるoこうした諸国の多くでは､貧困層が膨らみ､格差の拡大が進

行している｡そして､今でも基本的人権や人間の安全保障を享受できていない人は

数多い｡

ミレニアム宣言は､2000年9月に開催されたミレニアムサミットから生まれた｡こ

の宣言では､1990年代に行なわれた国際会議､特に国際人口開発会議(FCPD)を

土台とし､改めて開発の権利､貧困の様々な局面の撲滅､男女平等と女性の社会的

地位の向上に意欲的に取り組むことを前面に打ち出している｡また､この宣言は､

2015年までに達成すべき相互に補強的な8項目の目標を世界の開発アジェンダの

主流として盛り込んでおり､現在これらの目標は国内の開発と国際協調の駆動力と

なっている｡

｢2015年までに誰でも賃の高いリブログクテイブ･ヘルス･サ-ビスが受けられる

ようにする｣というICPDの目標は､ミレニアム開発目標(MDGs)には盛り込まれて

いないが､本書からも良く分かるように､開発にとって､貧困との闘いにとって､そし

てMDGsの目標を達成するには､リブログクテイブ･ヘルス (人口再生産に関わる

健康/性と生殖に関する健康)とリプロタクテイブ ･ライツ(人口再生産に関わる

権利/性と生殖に関する権利)の確保が不可欠であるO反対に､リブDタクティフ･

ヘルスが劣悪だと､特に女性の生活の質の低下､働き盛りの買しい女性の体力低下､

極端な場合には死を招き､豪族やコミュニティに重い負担がかかり開発の足を引っ

張ることになる｡
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教育を受け､自ら家族計画を立てることができる女性ほど自分や家族のために保健

や医療を求めることができ､ひいては貧困の連鎖を破って好循環に転じることもで

きる｡夫婦やそれぞれの個人が家族計画を立て､妊娠･出産期に保健/医療を受け､

自らの健康を守りH】∨感染を予防するために必要な情報やサービスを得ることがで

きなければ､貧困を削減し､幼児や妊産婦の死亡率を減らし､HIV/エイズの蔓延を

食い止めることはできない.つまり､貧困削減のためだけでなく､持続可能な人間開

発のためにもリプロタクティプ･ヘルスは重要なのである｡

社会セクターへ投資ができるように収入を増やすためには持続可能な経済成長が

大切である｡しかし､持続可能な経済成長は､貧困層のリブログクテイブ･ヘルスの

状況改善を保証するものではない｡基本的な医療や基礎教育もまともに受けられな

い辺境の地で暮らす絶対貧困層や､家族計画を含むリプロタクティフ･ヘルス･サー

ビスに対するニーズに全く対応し切れていない場合にはなおさらである｡

UNFPAは､様々な協力関係を通じ､MDGsの実現に向けてジェンダーに配慮した

政策やプログラムを支援しているOこうした政策やプログラムは､国内や地域の事情

に合わせて調整し､文化の多様性や買困層の声に配慮したものでなければならない｡

貧困層､特に貧困層の若者のリブ日夕クテイブ･ヘルスのニーズに応え､そして中絶

を防止し､HlV/エイズを予防するうえで､市民EfE体は行政をおぎなう重要な役割香

果たす｡

しかし､MDGsやlCPDの目標は､それを支える経済的手段がなければ達成できな

い｡先進諸国は､MDGの8つの合意に従い､開発のためのグローバルリマートナーシ

ップを掲げ､これらを始めとする開発目標の達成に必要な資源の投入を約束したOし

かし､モントレーで交わされた合意にもかかわらず､近年､人口･開発プログラムに対

するものも含めて対外援助は伸び悩んでいる.プログラム対象諸国は人口プログラ

ムにもつと意欲的に取り組まなければならないが､その一方で､援助供与国もODA

や技術援助によってプログラム対象諸国の取り組みを全面的に支援する必要がある｡

また､人口問題を政治問題化することには意味がない｡IJプロ9Lクデイブ･ヘルス及

び女性の社会的地位の向上への融資や投資は､コスト対効果が高く､MDGs達成に

向けた前進を全面的に支えるものなのである｡

最後に､この場を借りて､UNFPA技術支援局のマリー･シモネン局長の励ましを得

て､そのプロ意識と創造性を発揮して本書作成に携わった専門チーム(p.V)に心から

謝意を表したいO本書がMDGsの達成に向けて､人口とリブ日夕クテイブ･ヘルスに

取り組むことがいかに重要かについて啓発するうえで役立つことを心から願ってい

る｡

トラヤ･アーメツド･オペイド
､､､J-･:､.･､:､∴
UNFPA事務局長

2003年9月
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専門チロム

ミレニアム開発目標(MDGs):目標値と指標

世界の人口

MDGl 絶対的貧困･飢餓の撲滅

MDG2 初等教育の完全な普及の実現

MD(;3 男女平等と女性の社会的地位の向上の推進

MDG4 幼児死亡率の減少

MロG5 妊産婦の健康状態の改善

MDG6 HIV/エイズ､マラリア､その他疾病との闘い

MEヨG7 環境の持続可能性の確保

ME】68 開発に向けたグローバル･パートナーシップの構築

人口､リブログクテイブ･ヘルス､賀困とMDG

注釈･参考資料

専門チーム

リチャ-ド･lJ-ト

UNFPA技術支援局(TSD)
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ソラヤ･アズ三･プラー= 研究助手
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以下の指標の-欝は､後発開発途上喜(LDCs)､アフリカ､内陸亀.小鳥供

閲発途上国については別個にモニターを行う

⑨ 規則に基づいた､予見可能で差別的な運用のない開放的な貿易および会

議システムをさらに発展させる(国内的にも匡際的にもr良い統治｣､r開

発｣と[貧困削減｣にたいするコミットメントを行うことを含む)a

⑮ 最蟹開発国の特別な二-ス(規税および割り当て制限のない商品鴇出L

重債務貧困国L=対する偶汚救済の促進､二国間辰託の抹,臥貧困削溶1こ

取り組む諸国に対するより賓大なODAの提供を含む)に取り組むD

⑪ 内陸国および小島憐国開発途上国の特別なニースに取り組むO

政府開発援助(ODA)

33 0ECD/DAC供与国の国民総所矧こ対する0EIA純讃(合計及び対L⊂)Cs)
の比率(%)

34 基本的社会サ-ビス(基性教育､プライマリー ヘルス ケア､栄養.安全な

水､衛生設鵬)の分矧こ対するOECD/DAC供与国の二国間.および同分

野に配分可能なODAの割合
35 条件付きではないOECD/DAC供与匿の二国間ODAの割合

36 内陸国と内陸国が受け取るODAのGNl比率

37 Jll畠娯開発途上国bl受け取るODAのGNi比率

開発途上昂及びLDCsから先進筏への萄人品で規税がかからないものの

医療用品に対して先進国が課

42 HIPC(重積鍔異国国)決定ポイントに還した国の致及びHIPC完了ポイ

ントに達した閏の数 (累積)

侶l開発途上国と協力し､適切で生産性のある仕事を芸者に提供するための 45 男女別と全体の15歳から24歳の失業率e

戦略を策定 実施するD

gLI製薬会社と協力 し､開発途上国において人々が購入可綻な価格で必須医

◎ 民間セクターと協力し.矧 こ楕頼 通信分野の新技矧こよる利益が得られ
るようにする｡

46 必要不可欠な医薬品を持続的に購入可能な人口の割合

47 100人当たりの固定毒話及び携帯電話の加入者歎

48alOO人当たりのパソコン任用台数及び100人当たりのインターネット利

用者敏

48bIOD人当たりのインターネット利用者数

ミレニアム開発 目標とEl標値 は､2000年9月に147ヶ国の首脳 を含む 189ヶ国が署名をしたミレニアム宣言から生まれたものである

(www,un.Qrg/documents/ga/res/55/855rE102.pdf-A/RES/55/2)｡目標と目標値は相互関係があり-体化して考えるべ

きである.また､宣言で述べ られているように､目標と目標値は r国内レベルでも国際レベルでも､開発と貧困撲滅につながる環境 を創る｣

と決意 した先進国と開発途上国との連携を示すものである.

a 国の真因の傾向を監視する際には､国の真困ラインを基にした指標があ

ればその指標を使うこと｡

b 避妊法の中で､HlV感染の予抗に効果があるのはコンドームのみである｡

避妊普及率は､他の陛康､ジェンダー､寅困目標の進捗状況の追跡にも役

立つ｡コンドーム使用率は女性の閏で-斉に調べるだけなので､ハイリス

クな状矧こおrlるコンドームの使用に関する指標(指標19a)及びHIV/

エイズの知識に関する指標(指標19b)で補足している｡

C この指標rL 15歳から24歳の年齢層で.川Vの牲感染を防ぐ2つの重要

な方法(コンドームを使用し性交渉の相手を感染していない誠実な1人
に絞ること)を知っており､HN感染に閤し-静地域で広がっている2つ

の主要な誤解を否定し､健康そうに見える人でもHNを感染させる可能

性があることを知っている人の割合と定義されるBL,かし､現時点では上記

の定義のように指標を計算できるほど充分な調査件数がないため､

UNECEFがUNNDSおよびVJHOと協力し､実際の手旨標の2つの構成要素

を表している次のような指標を別途設けた｡a)｢矧 こコンド-ムを用いるこ

と｣により女性をHN感染から守ることができることを知っているI5歳から

24歳の男女の割合(%)ob)健康そうに見える人でもHIVを感染させる可能

性があることを知っている男女の割合(%)｡今年の報告峯では女性のテ一

夕しか得られていない｡

d 予防は､殺虫剤処理した蚊帳を使って眠っている5歳未満児の割合で剰定B

治療rま､適切な治療を受けている5歳未満児の割合で誤Sj定o

e今後に向けてILOがより適切な目標値基準を開発中である｡
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世界の人口 2 8070;o:芸 芸oi宝器 ;漂 憲 ､蒜 三諾 芸芸冨霊琵琶､

ているが､人口の安定化に必要なレベルまで充分に下っているわ

けではない｡

人口は依然として増力ロしているが､その中心は開発途上国である｡

人口増加は最貧諸国で最も顕著だが､増加率は共通して減少傾向にある｡ただし､後発開発途上国で

はあまり減少が進んでいない｡2



人口の高齢化:高齢者層の増加は先進国が最も速い｡開発途上国では労働年齢
人口も急速に増加している｡
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かわらずその需要に対応し切れていない貧困層の多くのニーズ

に適切に対応する努力を重ねて初めて実現するOそして､こうし

た努力に伴い､】CPDとMDGsを達成するために必要な人材､特

に女子教育の普及推進に投じる資金を増やさなければならない｡

世界の人口は増加しているだけでなく､高齢化も進んでいる｡

人口の高齢化は､主に出生率の低下によるものであり､程度の

差こそあれ､平均寿命が伸びたことも-国となっているO先進

国では出生率(及び死亡率)が早くから減少しており､現在､子

tL; .

よりも速く､世界の人口に占めるこの地域の人口比率は現在の
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15どもや青年の比率は非常に少な



絶対的貧困
･飢餓の撲滅

20I5年までに絶対的貧困層を半減させる鍵は､人口のタイナミ

クスと構造､リブにタクテイブ ヘルス(若者のリブログクテイブ

ヘルスやHIV/エイズ予防など)､女性の社会的地位の向上､男女平等

にある｡

ある地域では絶対的貧困が減少傾向にあり､ある地域では貧困が増加してい
る-･

●一〇(凡例)I990年-1999年の推移

0--2015年までの推定推移

◎2015年のMDG目標値

(>-◎目標どおり

ト目標を上回った分

丁目標を下回った分

人間開発に対する投資が増加すると家族の規模は小さくなる-･

※女性一

人あたりの拭出産回数a 良

生率が最も低いところでは､人

間の安全保障とともに人間開発が最

も進んでいる傾向にある｡そして､そ

のような状況においては､貯蓄率が高

く､政府が国民の健康や教育に投じるこ

とができる資源も多い｡人口､リプロタ

クライブ･ヘルス､ジ工ンダ-の分

野で貧困層に配慮した標的を定めると

様々な手ごたえが得られ､それが人間

開発に対する投資と呼応し､短い期間

で貧困が減少するとともに､特に女

性とその家族が貧困から脱却できる能

力､あるいはその生涯に渡って貧困を回避できる能力を育成



也

産の間隔や時期を女性が決めることができ､健康な妊 出している国ほど出生力転操の進行は早い｡多産は､農村を始

娠のためのサ-ビスが整い､男女平等が進み､就学率 めとする多くの貧困層が未だにサ-ビスや情報を受けられな

が上昇し､人権の枠組みの中で貧困層に配慮した政策を打ち いサハラ以南のアフリカと南アジアの数か国に集中しているo

出生力転換は広がりつつあるが､貧しい諸国の女性は依然として多産で
ある-･
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衆雛 の改善､男女平

等､人口配当?労働年齢の人口比率の増加は一人当たりの所得増につながる

可能性がある-･
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初等教育の

完全普及の実現 ⑳

少 . ●

されれば､他の権利を確保し享受する権利も広がっていくO

初等教育入学率は上昇傾向にあるが､就学しない子どもも多く､2015年まで

にその目標値を達成することはできそうもない-･

初等教育入学率の上昇につれ子どもの人口比率が減少-･
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LL.J _ .が､初等教育の完

全普及という目標値を達成するにはさ

らに努力が必要である｡貧困の中で暮らして

いる子ども､特に女子の就学率は最

低になっている｡女子教育は人口

と保健に好結果をもたらすものであり

､出生率の低下と強く結び付いている

｡その結果､子どもが少なくなって子ども1人



初 -

のはアジアである(約8,700万人)O非識字をさらに減らすに

は､教育の機会を増やすとともに､教育を受ける側の障壁を取

ている｡現在､読み書きができない若者の比率が最も多いの り除く必要もあるO

は､サハラ以南のアフリカ諸国(23%)だが､人数が最も多い

子供が学校に行かない地域では若者の非識字率が高い-I
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出か避 多くの国で共通している｡ま

た､そうした女性の子どもが乳児DHS47ケ臥 義新データ
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男女平等と女性の
社会的地位の
向上の推進

女

性の社会的地位の向上は､それ自体基本的人権として重要な

目的であり､人間の幸福に寄与するものである｡男女平等､公

平､女性の社会的地位の向上は､全ての人のための政治経済そして

社会の発展の実現に欠かせない｡

教育の男女差別は急速に減りつつあるが､女子の就学差別は根強く残って
いる-･
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若い男女の識字率格差の縮 小と平行して思春期の出生率も低下-･
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古

くからの文化に根付いた考え方や因習､適切な教育施 育就学の男女格差が寅も大きいサハラ以南のアフリカ諸国や

設の不足､男女差別が背景にあり､女子の教育槻会は 南アジア諸国の政策決定者にとって重大な課題であるO

男子よりも少ないoそして､こうした要因により､教育の男女格

差は根強く残っている｡この格差を無くすことは､特に初等教

男子よりも女子の初等教育就学が低い国が多い･-
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労働年齢人口の増加は若者における識字率の男女格差の縮小にプラスに作

用する-･
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乳 幼 児 死 亡 率 の 減 少 ; 竹

ず､20i5年までに乳幼児死亡率を3分の2減らすという目標値が実

現不可能になっている｡

最貧国では乳幼児死亡率減少の目標値達成が遅々として進まない-･
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子どもの人数が少ないほど乳幼児死亡率は低い-･
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合計特殊出生率 (TFR) (女性-人当たり):2001年

乳 _

くさんの家族ほど高い｡教育のチャン

ス及び土地や融資といった資源を利

用できれば､女性は子どもを産む数を

減らして､もっと適切に子どもを養育

することができるO乳幼児死亡率を削

減するには､特に､栄養や予防接種､及

びハイリスク妊娠の国選に注意するこ

と､そして妊婦のケア､妊娠中､出産時

及び産後に健康に暮らせるように配慮

することが必要である｡これ以州 こも､

安全ではない水や劣悪な衛生設備と

いった問題も解決しなければならな

い｡



ノ
態が蔓延し､それでなくても弱体な医療制度の劣悪化が進み､

乳児および幼児が死亡するリスクが高まる傾向にあるO特に

ていない最案諸国の乳幼児死亡率が群を抜いて高くても驚く 地方に基本的な社会サーヒスを整備することが大きな課題

には値しないOいくつかの貧困国では複雑な人道上の危税状 であるO

乳幼児死亡率は最貧国で最も高い･-
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曲 かさは､人口と健康を左右する強力な決定要因であるO いことは全ての地

域や国で共通している.丘己 貧困層が富裕層よりも子どもが多く､乳児死亡率も高国のなかでは貧困層の方が富裕層よりも



妊産婦の
健康状態の改善

■/7

年間で妊娠出産時に女性の約50万人が死亡し数百万人が体調

を崩す｡そしてその大半がリプロタクテイブ･ヘルス･サービスを

医師､看護師または助産婦が立ち会わず母体が危険にさらされる出産が余りに

も多い-･

産婦の死亡は家族計画の普及に伴い減少-･0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

避妊普及率(%)･2001年 也 妊産婦死亡の減少は､避

妊具の有無や質の高い医療が受けられるかな

ど､様々な要因に左右される｡特に重要なの

は､妊娠と出産に伴う合併症に対応できる

医師､看護師または助産婦が出産に立ちあう

か否かである｡世界全体では､医師､看護

師または助産婦が立ち会う出産は60%に

満たない｡貧困層に向けた妊娠期医療､救急産

科医療(EOC)､産後医療に対して投資

をすると貧困削減を後押しすることになる｡

若くして妊娠するとリスクが大きい｡間

隔をあけずに妊娠を繰り返す場合も同様であ

るo少女には意思決定権が乏しく､リプロタ

クテイブ･ヘルス･サービスを受けに行く方法

を知らない場合が多いOまた､若者はHFV/

エイズなどの性行為



2
015年までに､必要とする人全員がリプロタクテイブ･ヘ

ルス･サービスを受けられるようにするというICPDの目

標に向かって進捗は見られている｡しかし､特にサハラ以南の

アフリカや南アジアの諸国では､必要としているサービスが受

けられない人が今でも大勢いる｡世界における計画外の妊娠

件数は年間8.000万件｡また､出産の間隔を空けるため､そし

て出生数を制限するために避妊をしたいと思いながら避妊を

していない女性が1億2,000万人いる｡リプロタクテイブ･ヘ

ルスを改善し､リプロタクテイブう イツを実現する道は遠い｡

今でも家族計画を利用できない夫婦は多い-･
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HIV/エイズ､
マラリア､その他
疾病との闘い

‥FlJ.i
リプロタクテイブ･ヘルス.サービスを受けられない低所得国にその

多くが集中している｡

止まらないH】∨/エイズ感染:サハラ以南のアフリカ諸国の割合は驚異的-

(凡例)

●-01997年-2001年の推移

○~･-2015年までの推定推移

◎20I5年のMDG目標値

O-◎目標どおり

>目標を上回った分

-目標を下回った分

●- -- ① /p ◎

●-1 ■ LT

サハラ以南の 東アジア, 南アジア諸国 ラテンアメリカ･中東･北アフリカ 欧州･中央アジア
カリブ海諸国 諸国 諸国

HIV/エイズに関する知識が深まるにつれ若者のコンドーム使用率は増加･-

H～/エイズは病気と死亡の大き

な元凶であるO羅患率が高いと
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健康そうに見える人でもHEVに感染している可能性があることを
知っている若い成人女性の割合(%)●2001年

J::,I

ころでは､大幅に寿命が短かくなり人

口も減少するoHIV/エイズの流行は､

他のMDGs実現に向けた開発の進

捗 前進の脅威となっているoMDGの

目標値は全て密接に結び付いており､

一つが逆行すると他に波及しやすい｡

H】∨/エイズに効果的に対応するには､

社会の全ての層に向けて感染原因に

関する知識を広めるセクターを超え

た戦略が必要である｡



HN/エイズが水面下で流行している兆しが多くの国で兄 の中には､感染率が人口の20%を超えている国もあるoこの

られる｡流行がハイリスク集団に集中している圏も一部 影響は壊滅的であり､全てのセクタ-において開発の足かせ

にはある｡しかし､多くの国ではハイリスク集団だけでなく- となっている｡

椴の人々の中にも流行している｡サハラ以南のアフリカ諸国

HIV/エイズ感染率の驚異的な地域格差･-
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感染を防止する手段であるコンドームを使用するか否かに関

する判断など､男女の力関係が不均衡であることを物語って

アフリカ諸国では女性の感染者の方が多い｡このことは､HIV いるものと思われるO

流行の拡大につれて増える女性のHIV/エイズ感染率-･
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琵芸芸能性の確保 ⑳

人 - .

産のパターンの多くは持続可能なものではない｡

水を確保できる人々 の比率は増加傾向にあるが､貧困層の多くはまだ確保できていない-

J
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1

サハラ以南の 乗アジア▲ 南アジア諸国 ラテンアメリか 中東一光アフリカ欧朴中央アジア
アフリカ諸国 太平洋諸国 カリブ海諸国 諸国 諸国

農村人口の増加が落ち着くと改善された水を確保できる人々の割合が増加
する-･
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:FTf:

途上国を中心に年間約8.000万人増

え､世界の消費増加に影響を与えてい

る｡そして､そこに経済活動の増加が

加わり､希少な天然資源の利用量が指

数的に増加している｡

世界の水の消費量は一世代内で2倍

になる｡また､現在のように水の消費

量が増え続けは､2025年には､80億

人のうち50億人が基本的な水のニー

ズを満たすことが難しい地域に住むこ

とになる｡



求

まずできないのが普通である｡そして､その負担はどちらかと

いえば女性と子どもにのしかかる｡徒歩で遠くまで水汲みに出

かけて重い水を運ばなければならない場合も多く､女性の健

康や子どもたちの就学に悪影響を与えることも多いO

新しいミレニアムに突入しても水の確保に苦しむ人は多い-･

牡
0
0
0
a
(%
)U
Y
伸
如
P
準
鯉

肘
y
L:?J
u
わ
榔
彰

礼

清潔な水が利用できるようになると乳児死亡が減少する-･
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開発に向けた
グE3-Jでル･
パートナーシップの構築

2002年のモントレ-合意では､開発に向けた新たなパートナー

シップが呼びかけられ､資金調達､技術移転､能力開発というアジ

工ンタの大枠が示された｡しかしODAは目標値に届かず､貿易障壁

や農業補助金はなくなっていないO

OECD上位10ヶ国の大半はODAが目標値の0.7%を大幅に下回っている-･
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lC PD ≡芸i芸 5t芸 芸豊富諾 禁 霊 芝三

た｡年間170億米ドルから始まって217億ドルになるという

ものである｡その約3分の2は国内から3分の1は供与国から

のものである｡

ICPD直後は､国内外からの人口プロクラムへの拠出が増えた

が､その後､勢いは頭打ちとなり､現在の頁金調達量はカイロ

で合意された目標を大きく下回っている｡国外からの支援は､

//

1999/01

2000年までに57億ドルという目標達成に向けて着実に増加

するのではなく､ここ数年は20億ドル前後を行き来し､200I

年には25億ドルだった｡これは目標値の44%である｡

充分な資金がないことが､ICPD目標達成に向けた軌道をそら

せている大きな原因の一つである｡貧しい女性がリプロタク

テイブ.ヘルス･サービスを受けられず､妊産婦の高い曜患率と

死亡率につながり､HIV/エイズとの闘いを進める妨げとなり､

ひいては開発目標が有名無実になっているのである｡



冒 .

よう求めたO若干の進捗は見られたが､20/20という目標値は

依然として実体がなく､最貧層の多くは今でもこうしたサーヒ

された ｢世界社会開発サミット(WSSD)｣では､基本的社会サ スを受けることができてないoしかし､開発及び人権の実現には､

-ビスのために国内支出の20%及びODAの20%を支出する 誰でも基本的な社会サービスが受けられることが基本である0

人ロプログラムに対する供与国の支援はICPD目標値を大きく下回っている-･
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人口､リプロダクテイブ･ヘルス､
貧困とMDGs

○ 出生寂の琵少,人口増加率の鈍化 好ましい年ま塙造.経済成

長のLfl藷､賀田弓3芳

○ 少子化と女性男懲力の参加

○ 所得配分の歪みわ､是正され､絶対的賀田が減り成長への展望

わ､広がる

○ 子どもの款が少なく､子ともl人当たりの教育肖金

が増え､学業成績の向上につなblる○ 子どもの労働が浮る

○ 毒q=期から成人用を通じて機会が増大する○ 晩嬉化及び人生

の綴会が増大するリプロタクティプ ヘルスに男性が参加することにより､○ 配偶者同士の理解が深まりDV(ドメス

ティックハイオレンス)が減る○ 性行動及び出産に関する決定において

女性の交渉力が増す0 乳児および幼児



注釈･参考資料
国のグループ別分類

サハラ以南のアフリカ諸国 :アンコラ､ベニン､ボツワ

ナ､ブルキナファソ､ブルンジ､カメル-ン､カーボベル

デ､中央アフリカ､チャド､jモロ､コンj､コ-トジボ

ア-ル､コンコ民主共和国､赤道ギニア､エリトリア､エ

チオピア､ガボン､ガンビア､ガーナ､ギニア､ギニアビ

サウ､ケニア､レソト､リベリア､マダガスカル､マラウ

イ､マリ､モーリタニア､モーリシャス､モザンビーク､

ナミビア､二ジェ-ル､ナイジェリア､レユニオン､ルワ

ンダ､サントメ ･プリンシペ､セネガル､セイシェル､シ

エラレオネ､ソマリア､南アフリカ､ス-タン､スワジラ

ンド､トーj､ウガンク､タンザニア､ザンビア､ジンバ

ブエ｡

乗アジア ･太平洋諸国 :カンボジア､中国､朝鮮民主主

義共和国､フイジ-､インドネシア､キリバス､ラオス､

マレーシア､マーシャル諸島､ミクロネシア連邦､モンコ

ル､ミヤンマ-､パラオ､パプア･ニューギニア､フィリ

ピン､サモア､ソロモン諸島､タイ､乗ティモール､トン

ガ､ツバル､バヌアツ､ベトナム.

南アジア諸国 :アフガニスタン､パンクラデシュ､ブー

タン､インド､モルジブ､ネパール､パキスタン､スリラ

ンカ｡

ラテン ･アメリカ ･カリブ海諸国 :アンテイクア･ハ

ープ-タ､アルゼンチン､バルバドス､べリ一ズ､ボリビ

ア､ブラジル､チリ､コロンビア､コスタリカ､キューバ､

ドミニカ､ドミニカ共和国､エクアドル､エルサルバドル､

フランス領ギニア､クレナタ､クアテマう､ガイアナ､ハ

イチ､ホンジュラス､ジャマイカ､メキシコ､二カラクア､

パナマ､パラクアイ,ペルー､プエルトリコ､セントキッ

ツ ネイビス､セントルシア､セントヒンセント及びクレ

ナディーン諸島､スリナム､トリ二タードトハコ､ウルク

アイ､ベネズエラ｡

中葉 ･北アフリカ諸国 :アルジェリア､ジブチ､エジプ

ト､イラン､イラク､ヨルタン､レバノン､リビア､モロ

ッコ､占領下パレスチナ､オマーン､サウジアラビア､シ

リア､チュニジア､イエメン｡

2才

欧州 ･中央アジア諸国 :アjL'Jに ア､アルメニア､アゼ

JLJハイジャン､ベラルーシ､Jliス二ア ヘルツ工jビナ､ブ

ルガリア､クロアチア､チェコ､エストニア､クルジア､

ハンガリ-､マン島､カザフスタン､キルギスタン､ラト

ヒア､リトアニア､マケドニア (壬E]ユ-コスラビア共和国)､

ポーランド､モルドバ､ルーマニア､ロシア､スロバキア､

タジキスタン､トルコ､トルクメニスタン､ウクライナ､

ウズベキスタン､ユ-コスラピア｡

高所得国 :アンドラ､アルバ､オーストラリア､オ-スト

リア､バハマ､バーレーン､ベルギ-､バミューダ､ブル

ネイ タルサラーム､カナタ､ケイマン諸島､チャンネル諸

島､香港､マカオ､キプロス､デンマ-ク､フェロー諸島､

フィンランド､フランス､ポリネシア､ドイツ､ギリシャ､

クリ-ンランド､クアム､アイスランド､イスラエル､イ

タリア､日本､韓国､クウ工-卜､リヒテンシュタイン､

ルクセンブルク､モナコ､オランダ､オランタ領アンテイ

ル諸島､ニューカレドニア､二ユ-ジーランド､北マリア

ナ諸島､ノルウ工-､ポルトガル､カタール､サンマリノ､

シンガポ-ル､スロベニア､スペイン､スウェーデン､ス

イス,アラブ首長国連邦､英国､米国､バージン諸島｡

先進国 :欧州全域､北米､オ-ストラリア､ニュージーラ

ンド､日本｡

開発途上国 :アフリカ全域､アジア (日本を除く)､ラテ

ンアメリカ ･カリブ海諸国､メラネシア､三クDネシア､

ポリネシア｡

後発聞発途上国 :アフガニスタン､アンコラ､ハンクラ

デシュ､ベニン､ブータン､ブルキナファソ､ブルンジ､

カンボジア､ガーボベ)L'デ､中央アフリカ､チャド､コモ

ロス､コンコ､ジブチ､赤道ギニア､エリトリア､エチオ

ピア､ガンビア､ギニア､ギニアビサウ､ハイチ､キリバ

ス､ラオス､レソト､リベリア､マダガスカル､マラウイ､

モルジブ､マリ､モ-リ夕二ア､モザンビーク､ミャンマ

ー､ネパール､ニジェール､ルワンダ､サモア､サント

メ プリンシペ､セネガル､シエラレオネ､ソロモン諸島､

ソマリア､ス-タン､卜-コ､ツバル､ウガンタ､タンザ

ニア､バヌアツ､イエメン､ザンビア｡



参考資料

世界の人口の参考資料 :｢人口に関する図表｣国連 (2003年版)WorldPopuEat10n

P｢ospects2002年改訂版､UnEtedNatLOnSPublicat10nS､ニューヨークo

MDG lの参考資料 ｢目標グラフ｣世界銀行(2003年)WorldDevelopmentindicator

2003､ワシントンDC.｢散布図j国連(同上).UNDP(2003年)HumanDevelopmentRe-

port2003 M=ennium DevelopmentGoalsACombatamongNat10nStOend

HumanPoverty､ニューヨーク､Oxfo｢⊂jUnlVe｢S托yPress.r世界地図j国連(同上).｢4番

目のグラフ｣国連(同上)､世界銀行(同上)o

MD6 2 の参考資料 r目標グラフ｣世界銀行(同上).r散布図j世界銀行(同上).UNDP

(同上).｢世界地図｣世界銀行(同上)Ir4番目のグラフj型些WmE ur唾 二COm に掲載さ

れている最新の人口保健調査(DHS)0

ME)6 3 の参考資料 ｢目標グラフ｣世界銀行(同上),r散布図｣世界銀行(同上)lUNDP

(同上).｢世界地図｣国連(同上).｢4番目の9Lラフ｣世界銀行(同上)､国連(同上)0

ME〕6 4 の参考資料 ｢目標クラフ｣世界銀行(同上).｢散布図｣世界銀行(同上)､国運(同

上),UNDP(同上),｢世界地図｣国連(同上)､｢4番目のグラフ｣人口保健調査(同上)o

MESS 5 の参考資料 r目標9Lラフ｣UNFPA(2002年)StateoftheWo｢ldPopula-

tEOn People. Poverty and PosslbEHtleS､ニューヨーク､UNICEF(データは

些 Unj99fo〔星 に掲載)､WHO(チ-夕は些 二Wh旦也 に掲載).｢散布図｣UNFPA(同

上).｢世界地図｣国連人口部(2000年)WorldContraceptlVeUse2001､UnLtedNa-

tionsPubLicat10nS､ニューヨーク.｢4番目のグラフ｣DHS(同上)o

MD66の参考資料 r目標グラフJUNエイズ (1998年)ReportontheG/oba/HiWAIDs

EpldemlC､ジュネーブ､UNエイズ (2002年)ReportontheGIobalHiV/AlDs EpldemLC､

ジュネ-プ.r散布図｣UNエイズ(同上)､｢世界地図jUNエイズ(同上)､r4番目のグラフ｣

UNエイズ(同上)0

MDG 7 の参考資料 ｢目標グラフ｣世界銀行(同上).r散布図｣世界銀行(同上)､国連(同

上),UNDP(同上).r世界地図｣世界銀行(同上).｢4番目のグラフ｣国連 (同上)､世界銀行

(同上)0

MPG 8の参考資料 ｢l番目のグラフ｣世界銀行(同上)､wwwoecd/dacに掲載されてい

るOECDIDACのデータ,r2番目のグラフ｣UNFPA(2002年)FlnanCIalResourceFlow

forPopuFat10nActN托LeSln2000､ニューヨ-ク､UNFPA(予定)FEnanC旧IResource

FlowforPopuEat10nActlVltleSln2001､ニューヨーク.r3番目のグラフ｣OECD-DAC

(同上)0
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人El開発戦略(PPS)シIJ-ズ

人口開発戦略(PDS)は､UNFPAの事業活動の指針となる主要な2大テーマの一つ

であり(もう一つはリブログクティプ･ヘルス)､啓発とジェンダーを重要な分野横断

的要素としている｡PDSは､人口問題を持続可能な人間開発に統合すること､及び

開発のプDセスが様々な人口の要素に与える影響を検証することに重点を置いて

いる｡

ICPD行動計画､tCPD+5の勧告､ミレニアム宣言を指針とするUNFPAのこの分

野における活動の目標は､人口の動きと経済･社会の発展のバランスが改善できる

ように諸国を支援することにある｡UNFPAのPDSの作業では､持続可能な開発に

向けた人間中心の取り組みを行い､男女個人の幸福を持続的な経済成長と持続可能

な開発の中心に置いている｡

また､UNFPAは､PDSプログラムの中で､セクターを超えた総合的な人口･開発政

策を策定､実施できるように諸国の能力を開発し､ジェンダーと人権の取り組みを主

流に組み込みたいと考えているoUNFPAは､国が行う次のような努力を支援する｡

人口･開発の政策やプログラムを明確にする｡データの収集･分析分野における国

の力を強化する｡人口の様々な要素と経済･社会現象の関係に関する知識を深める｡

こうした関係は､貧困､環境､移住､都市化､高齢化､世代間の結束に発生するo

UNFPAは､プログラム介入を行う際には､貧困層､特に女性の生活に最大の影響が

出るように心がけている｡

この人口開発戦略(Pps)シリーズは､人口と開発に関する理解を深め､分析と管理

に一層総合的な取り組みを行ううえでの一助となることを目指したものである｡本

シリーズでは､買困､不平等､不公正を生み出し永続化する状況､こうした状況から生

じる業務上の課題､そして､こうした状況や課題に世界､地域別､国別レベルで

UNFPAがどのように対応しているかに特に重点を置いていく｡

このシリーズの報告書は､定期的に刊行されることになっている｡また､UNFPAの

ウェブサイトhttp://www.unfpa.orgで閲覧することもできる｡意見や要望は技術

支援局長までお寄せいただきたいO

:1･,i




